日中間の宇宙平和利用協力の推進を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凌星光

　アジア太平洋宇宙協力機構（APSCO）が今年末に正式に発足することが報道された。本部は北京に設置される。中国主導の機構であると言われているが、それが日中主導の宇宙平和利用推進機構となるべく日中両国が協力するよう提案したい。

中国国家航天局（CNSA）孫来燕局長は、今年の9月30日、イギリスのグラスゴーで開かれた第59回国際宇宙会議で「９カ国が参加を決定しているが、より多くの国の参加を希望する」と呼びかけた。日本は先般、宇宙基本法が施行され、内閣に宇宙政策の仕切り役となる宇宙開発戦略本部が設置された。日中両国政府が話し合って、日本もこの機構に参加することを決定し、日中両国主導で、米国、EU、ロシアの協力を取り付けながら、宇宙の平和利用の推進役となるシナリオが考えられる。
ここで問題になるのは、日米安保条約に基づく日本の安全保障戦略への影響である。日本が戦後60年間にわたってとってきた対米一辺倒の安全保障戦略を調整するのはかなりの困難を伴う。しかし、米国の一極支配時代は終わり、国際政治は多極化世界に向かっている。それは、「多国間協調外交推進」という形でアメリカの主流世論にもなりつつある。日本が自主独立の安全保障戦略にギア・チェンジするよきチャンスにあると言える。それはより鮮明に米中日正三角形外交（加藤紘一）、逆正三角形外交（小沢一郎）、安保条約・アジア重視共鳴外交（福田康夫）を推進することでもある。
科学技術の先進国と自負する日本が、本部を北京に置く国際機構に参加するのはプライドに関わるという心理的要因も一つの障害としてあることが想像される。これについては、この機構の成立プロセスと設立主旨を見れば、平和憲法を堅持する日本にとって絶好の活躍の場を与えてくれると見ることができる。もし今回のチャンスを逸すると、今後、たいへん受身に立たされる可能性が高いことも考慮すべきだ。

この機構は、そもそも中国が1992年にタイ、パキスタンなどと共に、アジア太平洋の宇宙技術多国間協力を提案したことに始まる。当時、中国は宇宙開発のレベルは低く、大規模開発計画はまだ立てられていなかった。米国との宇宙開発協力も念頭に入れていたが、米国から求められる協力資金が余りにも膨大で、しかも平等、互恵の精神に欠けるため、自分で開発した方がましだと言うことで自力計画を立てたとのことである。そして、如何なるときにおいても「平等、互恵、共同発展の国際協力」という旗を降ろしたことはない。米国中心の国際協力ではなく、平等互恵の「真の国際協力」を推進しようというのである。
約10年の努力を積み上げた上で、中国は一定の発言力を持つことが出来、新機構設立の第一歩を乗り出した。「アジア太平洋宇宙協力機構」はアジア太平洋地域諸国で構成される政府間国際機構で、その設立構想は2001年開催の第6回アジア太平洋宇宙協力会議で提起された。そして、2005年10月28日、中国、バングラデシュ、インドネシア、イラン、モンゴル、パキスタン、ペルー、タイの代表が北京で条約に署名し、中国政府を寄託国政府と定めると共に、本部を北京に置くことを決定した。モンゴル議会が最も早く批准し、中国人民代表大会は2006年6月24日に批准した。
本世紀に入って、中国は国連機関や多国間国際組織をと協力して、アジア太平洋地域の要員260人を8回にわたって、宇宙技術応用と宇宙機管理に関する短期研修を行ったと言う。また2006年3月には、「アジア太平洋宇宙協力機構」の7つの署名国政府に、気象衛星「風雲」データシステムの受信局を寄贈し、これらの国に無料で気象データ情報サービスを行っているとのことだ。2001－06年間に機構設立に向けて実のある協力を積極的に推進していったのである。
孫局長は前述の国際会議で「宇宙事業への投資は非常に大きく、周期も非常に長いため、各国が協力し合って、この共同資源を共に開発していきたい」と述べた。また同機構は「衛星の応用を推進すると同時に、この事業に従事する青年の育成を目指す」とも言っている。年末の設立会議での決定内容が注目される。
中国の宇宙開発計画は主として次の三つがある。一つは宇宙ステーションの建設で、それは三段階計画で行われる。第一段階は宇宙服開発を含めた船外活動（宇宙遊泳）で、神舟7号の成功によって達成された。第二段階は2011年頃に宇宙実験室を建設すること、第三段階は2020頃までに宇宙ステーションを建設することである。二つ目は月着陸計画で、昨年、嫦娥1号が発射された。三つ目はロシアとの共同でやる火星探求計画である。但し、計画の多くはまだ不確定で、研究開発の進展を見て具体化されると言う。日本が参加することによって、それはより確かなものとなる。
日本が参加することの政治的メリットとしては次のようなものがある。

１　膨張する中国が国際協調の道を歩むのを促し、狭隘なナショナリズムに走ることを防ぐことが出来るため、日本の安全保障にとってプラスとなる。

２　米国の一極支配的傾向を抑制し、宇宙の平和利用についての国際会議の席に着かせることができる。つまり米国と中国の橋渡し的役割を果たすことである。

３　この機構の中で日本の宇宙開発能力を示すこと、更にはアジア太平洋諸国の宇宙開発関連の人材養成に貢献することができ、国際的存在感を高めることが出来る。
中国にとっては、和諧世界構築の真意を日本及び世界に示すことが出来、国際的平和環境はより強固なものとなる。
2008年10月3日
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